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地域とともに歩み、支援の質を高め、人材を育てながら、次の時代へ向けた新たな価値創造に挑戦する。 

 

令和 8年度【社会福祉法人浦安荘】事業計画 

はじめに 

令和 7 年度は、報酬改定後の運営体制の安定化と、個別支援計画の質向上に向けた取り組みを進める一年

となった。統括責任者の交代を控え、組織の風通しを良くし、リーダー層の育成を強化する基盤づくりにも取り組

んだ。 

令和 8 年度は、救護施設が創立 50 周年を迎える節目の年である。これまで地域とともに歩んできた歴史を振

り返りつつ、次の 50 年に向けた新たな価値創造に挑戦する一年とする。 

一方で、社会福祉法人を取り巻く経営環境は依然として厳しく、報酬改定や人材確保の難しさ、物価高騰な

ど外部要因の影響を大きく受ける状況が続いている。こうした環境下においては、より一層、安定した運営体制

の確立と経営基盤の強化が求められる。 

中期経営計画および経営協「アクションプラン 2025」に基づき、公益性の高い事業運営、健全な財務規律、

良質な福祉人材の確保・育成、DX の推進による業務変革を重点的に推進し、持続可能な法人運営を目指す。 

 本計画は、これらの課題と機会を踏まえ、浦安荘が「次の 50 年へ」歩み出すための第一歩となるものである。 

 

Ⅰ 経営に対する基本姿勢 

公益性に根ざした事業活動の推進および信頼性の高い効果的な経営の観点から、健全な財務基盤を確立

する。 

あわせて、データに基づく分析や PDCA の実践、DX の推進による業務変革と効率化を進め、持続可能な法

人運営を実現する体制を整える。 

 

【具体的取り組み】 

① 定員充足率の維持・向上と計画相談件数の増加（継続） 

事業継続に必要な資金を確保するため、 

救護施設：110％、就労 B 型：110％、グループホーム：100％ 

を目標とする。また、相談支援事業所の計画相談件数については前年度比 10％増を目標とし、地域の相談

支援ニーズに的確に応える体制を整備する。 

 

② サービスの自己点検と法人全体の PDCA 強化（強化） 

サービスの自己点検を通じて法人全体の強み・弱みを明確化し、改善策を共有する。点検項目の標準化と

データ化を進めることで、各事業所の状況を客観的に把握できる体制を整備し、分析の精度と再現性を高め

る。また、DX の推進による改善管理の効率化と業務変革を図り、業務負担の軽減と迅速な意思決定を可能

とする仕組みを構築する。 

さらに、福祉サービス第三者評価の自己評価を法人全体で実施し、評価基準に基づく共通の視点でサービ

スの質を点検する仕組みを定着させる。   

自己点検の結果は法人全体の PDCA サイクルに反映させ、経営の安定化とサービスの質向上を同時に実

現する体制を強化する。あわせて、各事業所で成果が認められた取り組みをベストプラクティスとして法人全

体に横展開し、継続的な改善と組織力の向上を図る。 
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Ⅱ 支援に対する基本姿勢 

社会福祉法人としての原点に立ち返り、一人ひとりの人権を尊重し、尊厳を守る支援を徹底する。 

利用者の生活全体を丁寧に理解し、個別支援計画に基づく質の高い支援を法人全体の最重要テーマとして推

進する。 

あわせて、アセスメント・記録・モニタリングをはじめとする支援プロセスの質を継続的に高め、第三者評価や

自己点検を通じて支援の透明性と信頼性を確保する。 

さらに、プライバシー保護、情報管理、苦情解決、リスクマネジメントの仕組みを適正に運用し、安全で安心で

きる支援環境を整える。 

 

【具体的取り組み】 

① 支援の質向上に向けた取り組みの強化（継続） 

アセスメントの丁寧な実施、支援内容の見直し、記録の充実など、利用者一人ひとりに応じた支援の質向上

を継続して進める。 

 

② 第三者評価受審の準備と実施（継続・救護施設は受審年度） 

事業所ごとに受審年度を明確にし、必要な改善事項を計画的に進める。 

特に救護施設は令和 8 年度が受審年度であるため、評価基準に基づく自己点検と改善を重点的に進める。 

 

③ 情報開示規程の整備と運用開始（発展） 

情報開示規程を新たに整備するとともに、職員研修を実施し、個人情報保護および情報管理の適正な運用

を徹底する。 

 

④ 個別支援計画にもとづく支援の質向上（強化） 

・丁寧なアセスメント 

・モニタリングの確実な実施 

・計画に基づく支援内容の確認 

など、既存の取り組みを強化し、法人全体で質の高い支援を推進する。 

 

Ⅲ 地域社会に対する基本姿勢 

制度化された事業と地域公益活動を組み合わせ、地域に必要とされる法人としての役割を果たす。 

地域の社会資源と連携し、医療・福祉・住まい・就労支援を含む包括的な支援体制を構築するとともに、精神障

害にも対応した地域包括ケアシステムの推進に寄与する。 

さらに、地域の実情や多様化する支援ニーズを踏まえ、生活困窮、精神障害、高齢化、就労支援などの課題

に応じた多角化・多機能化を検討し、地域における支援の幅を広げる。 

 

【具体的取り組み】 

① 「みんなの広場うらやす」への継続参画（継続） 

地域公益活動の中心として位置づけ、地域住民との交流機会を確保しながら、参加内容の充実を図る。 

 

② 浦安荘創立 50 周年記念を兼ねた「コンドルまつり」の継続実施（発展）   
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地域住民と利用者の交流を促進するため、法人の代表的な地域交流イベントである「コンドルまつり」に浦安

荘創立 50 周年記念を合わせて開催し、地域に開かれた施設運営を推進する。 

 

③ 地域連携の強化と多角化・多機能化の検討（新規） 

医療機関、行政、地域包括支援センター、企業等との協働を拡大し、地域課題の解決に向けた連携体制を

強化する。 

あわせて、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の推進に向け、医療・福祉・住まい・就労支援との

連携を深め、地域で安心して暮らし続けられる包括的な支援体制の整備を進める。 

さらに、地域の実情や相談支援事業所で把握したニーズを踏まえ、生活困窮、精神障害、高齢化、就労支

援などの課題に応じた多角化・多機能化の可能性を検討し、既存事業の役割や機能の再整理を図る。 

 

Ⅳ 福祉人材に対する基本姿勢 

経営理念に基づき、めざす法人経営を実現するため、期待する職員像を内外に明示し、多様な福祉人材を

確保・育成するための人材マネジメントシステムを構築する。 

ワークライフバランスに配慮した働きやすい職場環境づくりを推進し、職員の心身の健康と働きがいを高める。 

福祉サービスの質と量の向上の「要」となるリーダー層の育成を進め、組織の持続的な成長を支える人材基盤を

強化する。 

DX の推進を通じて業務効率化と働き方の改善を図り、デジタルリテラシーの向上を組織的に推進する。 

 

【具体的取り組み】 

① ハラスメント防止体制の強化（継続） 

カスタマーハラスメントを含む各種ハラスメントの防止策・対応策を適切に講じ、安心して働ける職場環境を

維持する。 

 

② 多様な福祉人材の確保と定着促進（発展） 

離職率の低さを強みとして発信しつつ、福利厚生の充実、働きやすい職場環境の整備、キャリア形成支援を

進め、多様な人材が活躍できる環境を整える。 

あわせて、ピア（当事者等）の登用や外国人材の採用など、多様な背景を持つ人材の受け入れを検討し、組

織の多様性と専門性の向上を図る。 

 

③ 働き方改革の推進（発展） 

時間外労働の適正管理、有給休暇の取得促進を継続するとともに、DX の推進により業務効率化を進め、職

員の負担軽減と生産性向上を図る。 

 

④ デジタルリテラシー向上のための研修体制整備（新規） 

DX を推進するための基盤として、職員のデジタルリテラシー向上を目的とした研修を計画的に実施し、業務

改善に活かせるスキルの定着を図る。 

 

⑤ リーダー層の育成と組織風土の改善（継続・発展） 

統括責任者の交代に加え、各部門責任者の変更など、組織体制の変化を見据え、リーダー層の育成を計画
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的に進める。あわせて、職員が意見を出し合える風通しの良い組織づくりを推進し、組織全体の活力向上を

図る。 
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令和 8年度 救護施設浦安荘 事業計画 

 

１． はじめに 

令和 6 年より義務化された個別支援計画の作成については、業務整理および体制の見直しを進める中で、

全利用者分を完成させることができた。今後は書類整備にとどまらず、計画に基づく支援の実施とモニタリング

を行い、評価・見直しを進める仕組みづくりに取り組むとともに、福祉事務所等の関係機関と連携し、利用者中

心の支援の質の向上を図る。 

また、定員の見直しを行うが、救護施設としての役割は引き続き果たしていく。利用者一人ひとりの状態や生

活の方向性を踏まえ、必要な居場所を確保しつつ、入所調整や地域移行、高齢者施設等への円滑な移行を進

める。 

さらに、利用者の高齢化や障害の重度化、多様化する生活課題に対応するため、職員の専門性の向上を図

り、利用者が安心して生活できる施設運営を目指す。令和 8 年度は第三者評価の受審を予定しており、外部の

視点による点検を通して、さらなる支援の質の向上に取り組む。 

 

２． 重点目標  

① 個別支援計画に基づく質の高い適切な支援の実施 

② 職員の積極的な専門的知識の獲得 

③ 積極的な入退所支援の推進 

④ 積極的なボランティアの活用を推進 

 

３． 事業内容  

① 入所    ② 居宅生活訓練事業  

③ 一時入所事業   ④ 保護施設通所事業（通所／訪問）  

【地域における公益的な取組】  

⑤ 生活困窮者就労訓練事業 ⑥ 自立準備ホーム  

 

４． 事業定員と在籍数（契約者数）（令和 8年 3月 1日現在）  

① 入所：定員 80 名－在籍者 75 名  

② 一時入所事業：定員 2 名  

③ 保護施設通所事業：定員通所：11 名／訪問：20 名－在籍者通所：4 名／訪問：17 名  

④ 生活困窮者就労訓練事業：定員 2 名  

⑤ 自立準備ホーム：定員 2 名   

 

５． 利用者の状況（令和 8年 3月 1日現在）  

男性 58 名 女性 17 名 平均年齢：65 歳  

20 代：0 名 30 代：3 名 40 代：6 名 50 代：11 名 60 代：31 名 70 代：21 名 80 歳以上：3 名  

平均在所期間：10 年 10 月  

1 年未満：11 名 1～3 年：11 名 3～5 年：9 名 5～10 年：14 名 10～15 年：15 名 15～20 年：6 名  

20 年以上：9 名    
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６． 職員配置  

施設長 1 名     精神保健福祉士 1 名   事務員 3 名  主任指導員 1 名    

指導員 1 名     介護職員 16 名        介助員 1 名  居宅訓練 2 名  

通所事業 3 名    看護師 2 名          栄養士 1 名   調理員 8 名  

医 師 1 名（嘱託医）             

計 40 名（兼務 2 名）  

 

７． 支援内容  

支援は、「個別支援計画」に基づいて下記の内容を提供する。  

① 相談援助 

利用者および家族の希望する生活や心身の状況を把握し、必要に応じて適切な相談、助言およ 

び援助を行う。 

② 健康管理 

日常生活に必要なバイタルチェックや服薬管理を行い、記録を整備する。また、医療機関と連携し、健康保

持のための支援を行う。 

③ 生活支援 

プログラム活動等を通じて、利用者のペースや趣向に配慮した安心して過ごせる生活の場を提供する。また、

趣味や生きがいづくりの支援を行う。 

④ 作業支援 

清掃や喫茶等の作業機会を提供する。利用者の特性や病状に配慮し、就労準備や生活リズムの 

形成など、目標達成に向けた支援を行う。 

⑤ 外勤作業 

一般企業等での就労訓練の機会を提供し、社会生活を体験することで就労による自立を目指す。 

また、必要に応じて相談や職場調整を行う。 

⑥ 通所事業 

通所による生活支援および就労支援を行うとともに、必要に応じて居宅訪問による相談、助言、 

援助を行う。 

⑦ 一時入所事業 

一時的に居宅生活が困難となった者や入所希望者を短期的に受け入れ、生活支援を行う。 

⑧ 居宅生活訓練 

入所者が円滑に地域生活へ移行できるよう、実践的な居宅生活訓練を行い、地域移行を促す。 

 

８． 避難訓練 

夜間想定避難訓練・・・毎月（各階ごと）、地震避難訓練・・・年 1 回 

風水害避難訓練・・・年 1 回  

 

９． 施設整備等 

浴室タイルの修繕 
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令和８年度 共同生活援助事業「にこにこホーム」 事業計画 

 

１． はじめに 

国の政策として地域移行が進んでおり、その部分を支える住まいとしてグループホームの需要が増えている。

近隣にも新規グループホームは増えてきており、利用者にとって選択肢が増えるメリットがある反面、支援の質の

差が大きくなっていることが全国的な課題となっている。 

空室のない安定した運営ができるよう努力することは必要だが、「空いているから」ではなく、「ここなら自分らし

く暮らせる」と選んでもらえるような、魅力ある事業所運営ができるように。また、当事業所の強みを生かし、地域

で安心して暮らし続けるための包括的支援を目指していきたい。 

運営側中心ではなく、本人中心の支援を行い、「ここで生活して良かった」と思えるような質の高い支援を提供

できるためには、スタッフにも無理なく、誇りをもって笑顔で働いてもらえるような体制づくりに努めていきたい。 

 

２． 重点目標 

【本人中心の生活支援・質の向上】 

① 利用者とコミュニケーションをしっかりとることで希望、不安、強みを丁寧に把握し、迅速かつ柔軟に支援計

画に反映できるよう努力する。 

② 成功体験を積み重ね、できることを増やせるような支援の工夫を行う。 

③ 本人の意思決定を尊重する関りを行う。(本人のペースで、選びやすい選択肢を提示する等) 

④ 利用者の個別ニーズに答える余暇活動を計画・柔軟に実行し、様々な活動体験を通して楽しみを広げるこ

とが出来るよう支援を行う。 

【支援者間のつながり強化と情報共有の仕組みづくり】 

① 定例ミーティングや申し送りを行い、日々の出来事や支援方針を細やかに共有する。 

② 日中活動・医療・相談支援機関等とも密に情報共有を行う。 

③ 記録の精度向上と業務負担軽減（次の支援につながる記述を意識できるよう、記録フォーマットの作成に取

り組む） 

 【地域との自然な関係づくり】 

① 近隣住民への挨拶・関係づくり 

② 地域行事・地域活動への参加機会をつくる 

③ 地域からの相談・声かけ・トラブル時等に対して迅速な説明と誠実に丁寧な対応を行う 

 

３． 事業内容 

利用者が自立を目指し、地域において共同して日常生活を営むことができるよう、利用者の精神および身体

の状況、又置かれている環境に応じて食事の世話、相談、その他日常生活の援助と介護を行う。 

 

４． 事業定員と契約者数（令和８年３月 1日現在） 

① 箕浦借家     2 名 

② スウィートコーポ  7 名 

③ ニュースウィート  9 名 

       定員 18 名（現在籍者 １６名） 
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５． 利用者の状況（令和８年３月 1日現在） 

入居者１６名（男性１１名 女性５名） 

障害支援区分 区分 2：９名 区分 3：７名  

平均年齢：６５．１歳 

31 歳～35 歳：1 名 40 歳～50 歳:１名 51 歳～60 歳：２名  

61～70 歳：５名 71～80 歳：５名 81～90 歳：2 名 

R７年度 新規利用者 0 名  

      退所者 2 名(死亡) 

体験利用者 ２名 

入院者  労災病院 ２名 岡山大学病院 1 名 慈圭病院 2 名 

       

６． 職員配置 

管理者(サビ菅兼務) 1 名【常勤】 

生活支援員 １名【常勤】 

世話人 7 名【非常勤】 

 

７． 支援内容 

個々のニーズに沿った「個別支援計画」を作成し、下記の内容を提供する。 

定期的に実施状況の把握（モニタリング）・見直しを行い、計画は必要に応じて変更する。 

① 相談援助 

利用者及びその家族が希望する生活や利用者の心身の状況等を把握し、適切な相談・助言・援助等を行う。 

② 家事などの日常生活上の支援・援助 

居室の清掃や調理、買い物同行など必要に応じて支援を行う。 

③ 日常生活における相談支援・援助 

健康が維持できるよう、健康診断や受診同行などを行う。 

余暇活動など利用者の生活の質の向上を図れるよう支援を行う。 

④ 日常生活における身体介護 

身辺の清潔の保持のため、必要に応じて入浴介助等を行う。 

⑤ 日中活動に関わる事業所などの関係機関との連絡調整 

日中活動先の職員との連携を図り、利用者の定着に必要な対人関係の調整や相談を行う。 

⑥ 急病等緊急時の対応 

利用者に病状の急変等生じた場合は、速やかに医療機関へ連絡を行うなどの必要な対応を行う。 

 

８． 避難訓練 

地震避難訓練・・・年１回、風水害避難訓練・・・年１回 

 

９． 施設整備等 
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令和８年度 相談支援事業所「支援センターコンドル」 事業計画 

 

１．はじめに 

令和７年度より、従来の地域活動支援センターⅠ型事業に組み込まれていた「相談支援機能強化型事業」が

「基幹相談支援センターサブセンター事業」へと名称変更され、事業内容も見直された。これにより、地域の相

談支援事業の中核を担う体制が強化されるとともに、新たに地域の相談支援事業所へのバックアップ機能が追

加され、地域での活動範囲の拡大が求められることとなった。 

今年度の計画相談支援に係る収入は前年度より増加したが、令和６年度の相談支援専門員４名体制から、

今年度は５名体制へ増員したことに伴い給与支出が大幅に増加し、収益は厳しい状況となった。そのため、令

和８年度からは相談支援専門員を４名体制へ戻し、安定した業務継続を図る。 

    

２．重点目標 

① マネジメント業務への集中と業務効率化の推進 

ＩＣＴ導入、業務フロー再構築、シャドーワーク削減を進め、計画相談支援契約件数前年比１０％増を目指す。 

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの強化 

精神科病院との連携を軸に、地域移行支援の質向上を図り、保健、医療、福祉の連携基盤を強化する。 

③ 地域の事業所の対応力向上 

障害者自立支援協議会南西地域部会や地域移行支援 WG への参画をおこない、地域のサービス提供事

業所の対応力向上を目指す。 

④ 働き方改革の推進 

時間外労働の削減、休暇取得促進、心理的安全性の高い職場づくりを進め、職員減に伴う職員の負担を最

小限に抑える取り組みを実施。 

         

３．職員配置 （令和８年４月１日時点） 

主任相談支援専門員  ３名（常勤専従、管理者含む）※１名は基幹相談支援センターへ派遣  

相談支援専門員   ３名（常勤専従１名 常勤兼務２名） 

Ⅰ型支援員     １名（常勤専従） 

事 務 員      １名（常勤兼務） 

    ※令和８年度より相談支援専門員１名減とする。 

 

４．営業日及び対象者 

月曜日から金曜日、８時１５分から１７時１５分までとし、精神障害者を主たる対象としつつ全ての障害種別に

対応していく。 

 

５．事業内容及び支援内容 

① 地域活動支援センターⅠ型事業（岡山市地域生活支援事業） 

地域で自立した日常生活・社会生活を営むため、創作的活動や生産活動の機会を提供し、社会との交流促

進を図るとともに、日常生活に必要な便宜を適切かつ効果的に提供する。 

② 岡山市基幹相談支援センターサブセンター事業（岡山市地域生活支援事業） 

岡山市相談支援体制の第２層を担う事業者として、専門的な相談支援、複合的課題を有する事例への対応、
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相談支援事業者への後方支援、人材育成、サービス提供事業者との連携強化を行い、基幹相談支援セン

ターと相互協力しながら中核的役割を果たす。 

③ 指定特定相談支援事業（計画相談支援事業） 

岡山市相談支援体制の第１層として、障害者が自立した生活を送れるよう、行政・医療機関・障害福祉サー

ビス事業所・居宅サービス事業者・基幹相談支援センター・地域資源を活用し、サービス等利用計画の作成

および定期的なモニタリングを実施する。個別ニーズに応じた支援を行い生活の質の向上を図る。 

④ 指定一般相談支援（地域移行支援・地域定着支援事業） 

入所施設または精神科病院に入院している精神障害者の地域移行に向けた体制づくりや資源開発を、自

立支援協議会と連携して進める。 

また、地域生活を継続するために常時の連絡体制が必要と見込まれる者に対し、緊急時等の支援体制を確

保するための事業所内体制整備と相談員の質向上に取り組む。 

⑤ 岡山市障害者支援区分認定調査（岡山市委託事業） 

岡山市と委託契約を結び、障害福祉サービス利用に必要な障害支援区分認定調査を実施。 

⑥ 岡山市障害者基幹相談支援センター事業（岡山市共同運営事業） 

岡山市相談支援体制の第３層として、市域全体の総合的・専門的な相談支援、権利擁護、虐待防止、人材

育成、地域支援体制づくり等を担い、相談支援の核となる役割を果たす。 

 

６．避難訓練 

地震避難訓練 年１回、風水害避難訓練 年１回 

 

７．施設整備等 

無し 
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令和８年度 就労継続支援 B型「ワークステーション・コンドル」事業計画 

 

１． はじめに 

ここ数年で、B 型事業所の立ち上げや A 型事業所からＢ型事業所への転換で、Ｂ型事業所が急増し、岡山市

内に 120 もの事業所がある。利用者の障害特性に配慮しながら、生産活動を通して働く喜びや日々の充実を感

じてもらい、選ばれる事業所づくりが必要となっている。 

２． 重点目標 

① 事業 

登録利用者数が５0 名と減少傾向にある。精神科病院や特別支援学校、相談支援事業所と連携を取りなが

ら利用者確保に努める。また、地域に開かれた事業所運営を目指し、地域交流イベントとして、本年度も「コ

ンドルまつり」を開催する。 

② 支援 

利用者の年齢層は幅広く、また一般就労を希望されている方や日中の居場所として利用されている方など

利用目的は様々である。全ての利用者に対して安心安全な支援を行えるようリスク管理の徹底をする。また、

法人内外の研修に参加し、福祉専門職としての専門性の向上に努めたい。 

③ 作業 

令和 6 年岡山県平均工賃２１６５０円に対し、コンドルの月額平均工賃１８７１３円と岡山県の平均を下回って

いる。平均工賃月額を増額できるよう、作業収益の増収、販路拡大と生産性の向上に努めたい。 

 

３． 事業内容 

個別支援計画に基づき、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、就労の機会を提

供するとともに、生産活動その他の活動の機会を通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練その他

の便宜を適切かつ効果的に行う。 

 

４． 事業定員と登録者数 

定員４０名  利用登録者数 ５０名 （男性３４名 女性 １６名） 

 

５． 利用者の状況 

利用者年齢 １９～８４歳  

平均年齢 ５２．５歳 

パン・給食部門 ２６名（男性１７名 女性９名） 

軽作業部門   ２４名（男性１７名 女性７名） 

精神：４1 名 知的：９名 

 

６． 職員配置 

管理者 1 名               サービス管理責任者 ２名  

生活支援員 3 名（正職３名）     職業指導員 １１名（正職１名パート１０名）【常勤換算７．８２】 

目標工賃達成指導員 １名(常勤職員)   

調理員 1 名(常勤職員) 
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７． 支援内容 

① 就労継続支援 B 型個別支援計画に基づいた支援の実施 

利用者のニーズに沿って満足度の高い安定したサービスを計画的、かつ効果的に提供する。 

② 作業活動の実施、就労を目的とした訓練、指導 

生産活動を通じて、利用者の能力に応じた適切な作業支援、技術支援を行い、働くことで達成感や責任感

を感じてもらえるよう支援する。又、一般就労希望者に対して求職活動の支援を行う。 

③ 相談及び援助 

利用者の心身の状況や、生活環境などの的確な把握に努め、利用者や家族に対して適切な相談、助言、

援助を行う 

④ 食事の提供 

利用者の心身の状況や嗜好を考慮し、年齢と障がいの特性に応じた栄養及び内容の食事を提供する。昼

食は無料、夕食は２７５円。 

⑤ 健康管理 

体重測定を年２回実施し、利用者の健康状況に注意し、協力医療機関を通じて健康保持のための適切な支

援を行う。 

利用者の病状急変などの緊急時には速やかに医療機関又は利用者の主治医への連絡など必要な措置を

行う。 

⑥ 訪問支援 

必要に応じて居宅や職場訪問による支援を行う。 

⑦ 工賃支払い 

事業収入から必要経費を差し引いた額に相当する金額を、工賃として支払う。工賃の水準を高めるよう努め

る。 

 

８． 避難訓練 

 地震避難訓練 年 1 回、風水害避難訓練 年 1 回 

 

９． 施設整備等 

事業開始当初から設置されている機械の老朽化が進んでいるため、計画的に入れ替えをしていきたい。 

 


